


  

（２）各指標の概要 
 
ア 実質赤字比率 
   一般会計等の収支の赤字の大きさを表す実質赤字比率は、収支が黒字であったため、
昨年度と同様に数値が算定されず、「－」としています。 

 
 

 イ 連結実質赤字比率 
一般会計等に、水道事業などの企業会計や地方卸売市場事業などの特別会計も加えた
連結実質赤字比率も、収支が黒字であったため、昨年度と同様数値が算定されず、「－」
としています。 

 
 

ウ 実質公債費比率 
当該年度の公債費負担の大きさを表す実質公債費比率については、昨年度から０．１
ポイント減少し、「１４．２％」となりました。なお、早期健全化基準である２５％を 
１０％程度下回っています。 

 
 

エ 将来負担比率 
   地方債残高などの負債の大きさを表す将来負担比率については、昨年度から１．０ポ
イント増加し、「１８９．４％」となりました。なお、早期健全化基準である４００％の
２分の１程度の数値となっています。 

 
 

オ 資金不足比率 
公営企業会計の資金不足の大きさを表す資金不足比率については、水道事業などの企
業会計や地方卸売市場事業などの特別会計のいずれにおいても、資金不足が生じなかっ
たため、昨年度と同様に数値が算定されず、「－」としています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

健 全 化 判 断 比率 平成29年度決算 早期健全化基準 財政再生基準 実 質 公 債 費 比 率 （千円・％）

実 質 赤 字 比 率 - 3.75 5.00 区 分 平成27年度決算 平成28年度決算 平成29年度決算 分母比

連 結 実質 赤字 比率 - 8.75 15.00  元利償還金（公債費充当一般財源等額） (6) 111,488,410 115,988,886 115,789,801 32.4

都道府県名 三重県 実 質 公 債 費 比率 14.2 25.0 35.0 満期一括償還地方債に係る年度割相当額 (7) 3,333,333 4,000,000 4,683,333 1.3

団体名 県分 将 来 負 担 比 率 189.4 400.0 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 (8) 2,881,247 2,994,940 2,821,843 0.8

実 質 赤 字 比 率 （千円・％） 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 (9) 1,069,822 1,057,844 969,873 0.3

会 計 名 平成29年度決算 分母比 債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） (10) 1,999,573 1,886,716 1,812,589 0.5

1,881,714 0.4 一時借入金の利子 (11) 5,620 902 1,165 0.0

0 標 準 財 政 規 模 (2) 432,905,419 430,175,485 432,574,208 120.9

0 算入公債費等の額 (12) 70,874,297 73,325,635 74,751,220 20.9

0 (6) ～ (11)の合計 － (12) (13) 49,903,708 52,603,653 51,327,384 14.3

0 分 母 (2) － (12)  (14) 362,031,122 356,849,850 357,822,988 100.0

306 0.0 実質公債費比率（単年度） (13) ／ (14) ×100 13.8 14.7 14.3

0 実質公債費比率（３か年平均） 14 .4 1 4 .3 1 4 .2

0 内 訳

0 PFI事業に係るもの -

0 いわゆる五省協定等に係るもの -

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う 事業に係るもの 795,336 803,385 700,656 0.2

地方公務員等共済組合に係るもの 454,785 364,394 402,178 0.1

社会福祉法人の施設建設費に係るもの -

損失補償・債務保証の履行に係るもの -

引き受けた債務の履行に係るもの -

その他上記に準ずるもの 617,575 600,713 598,228 0.2

合 計 (1) 1,882,020 利子補給に係るもの 131,877 118,224 111,527 0.0

標 準 財 政 規 模 (2) 432,574,208 将 来 負 担 比 率 （千円・％）

実質赤字比率 - (1 )／(2 )  ×1 0 0 (0 . 4 3 ) 区 分 平成29年度決算 分母比

連 結 実 質 赤 字 比 率 （千円・％） 資金不足比率 一般会計等に係る地方債の現在高 (15) 1,442,101,408 403.0

会 計 名 平成29年度決算 分母比 平成29年度決算 債務負担行為に基づく支出予定額 (16) 8,871,598 2.5

11,790,311 2.7 - 公営企業債等繰入見込額 (17) 39,443,626 11.0

9,001,249 2.1 - 組合等負担等見込額 (18) 10,507,805 2.9

9,168,826 2.1 - 退職手当負担見込額 (19) 188,707,065 52.7

808,004 0.2 - 設立法人等の負債額等負担見込額 (20) 9,522 0.0

1,885 0.0 - 連結実質赤字額 (21) 0 -

1,799 0.0 - 組合等連結実質赤字額負担見込額 (22) 0 -

877,856 0.2 - 充当可能基金 (23) 35,873,878 10.0

充当可能特定歳入 (24) 20,057,765 5.6

基準財政需要額算入見込額 (25) 955,911,351 267.1

将来負担額 (26) 1,689,641,024 472.2

充当可能財源等 (27) 1,011,842,994 282.8

標 準 財 政 規 模 (2) 432,574,208 120.9

算入公債費等の額 (12) 74,751,220 20.9

分 子 (26) － (27)  (28) 677,798,030 189.4

分 母 (2) － (12)  (29) 357,822,988 100.0

将来負担比率 ( 2 8 )  ／ ( 2 9 )  × 1 0 0 1 8 9 .4

内 訳

PFI事業に係るもの 0 -

いわゆる五省協定等に係るもの 0 -

国営土地改良事業に係るもの 2,146,897 0.6

森林総合研究所等が行う 事業に係るもの 27,868 0.0

地方公務員等共済組合に係るもの 3,009,961 0.8

依頼土地の買い戻しに係るもの 3,686,872 1.0

社会福祉法人の施設建設費に係るもの 0 -

損失補償・債務保証の履行に係るもの 0 -

引き受けた債務の履行に係るもの 0 -

その他上記に準ずるもの 0 -

流域下水道事業特別会計 31,831,506 8.9

病院事業会計 4,794,801 1.3

水道事業会計 270,028 0.1

実質黒字額・資金剰余額合計 (3) 33,531,950 7.8 地方卸売市場事業特別会計 1,017,263 0.3

実質赤字額・資金不足額合計(4) 0 － その他の会計 614,013 0.2

合 計 (3) + (4)  (5) 33,531,950 土地開発公社に係る将来負担額 0 -

標 準 財 政 規 模 (2) 432,574,208 その他第三セクター等に係る将来負担額 9,522 0.0

連結実質赤字比率 - (5 )／(2 )  ×1 0 0 (7 . 7 5 )

※早期健全化基準及び財政再生基準は、平成２９年度決算の基準である。

平 成 ２ ９ 年 度 決 算 に 基 づ く
健 全 化 判 断 比 率 ・ 資 金 不 足 比 率
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 健全化判断比率及び資金不足比率 用語解説 
 
 
１ 実質赤字比率 
 
  一般会計と一部の特別会計（母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計
など）を対象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標です。 
 ※ 一般会計と一部の特別会計を合わせた概念を、以下「一般会計等」とします。 
   
             一般会計等の実質赤字額 
  実質赤字比率 ＝  
                標準財政規模 
 
 
２ 連結実質赤字比率 
 
  一般会計等に加え、企業会計と特別会計のうち公営企業に係る特別会計まで（す
なわち、全会計）も対象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標で
す。 
  なお、算定の過程で、全会計の黒字、赤字を足し合わせて、結果として赤字とな
った場合に、比率が算定されます。 

 
 
                連結実質赤字額 
  連結実質赤字比率 ＝ ――――――――――― 
                 標準財政規模 
 
 
３ 実質公債費比率 
 
  当該年度の公債費負担の大きさを示す指標です。その対象は、一般会計等の起債
に係る元利償還金のほかに、公営企業会計や一部事務組合の起債に係る元利償還金
に対する一般会計等の負担などにも広がっています。 
 ※過去３カ年平均で算定します。 
 
 
 
 
            元利償還金等 －（ 特定財源 ＋ 元利償還金等に係る交付税措置額 ） 
  実質公債費比率 ＝ ――――――――――――――――――――――――――――――― 
               標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結実質赤字額は、全会計の黒字、
赤字を足し合わせ、トータルで赤字
となった場合に計上 

・地方債の元利償還金 
・公営企業債の元利償還金に対する一般会計等からの負担 など 

国庫支出金など元利償還金
等に充当した特定財源 



 

 

 

４ 将来負担比率 
 
  負債（地方債残高など）の大きさを示すストック指標です。 
この指標は、地方公共団体全体の会計に加えて、地方公社、第三セクターの負債
までも対象として、将来、一般会計等の負担がどの程度あるかを示すものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
             将来負担額 －（ 特定財源 ＋ 地方債現在高に係る交付税措置額 ） 
  将来負担比率 ＝ ―――――――――――――――――――――――――――――――― 
              標準財政規模   －   元利償還金等に係る交付税措置額 
 
 
 
 
 
 
５ 資金不足比率 
 
  公営企業に係る資金不足の状況を示す指標で、各会計ごとに表します。なお、決
算年度の末日において資金不足（資金の赤字）が生じている場合に数値が算定され
ます。 

 
 
 
            資金不足額 
  資金不足比率 ＝ ――――――― 
             事業規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・企業会計は、「流動負債－流動資産」 
・特別会計は、実質赤字の額 

営業収益－受託工事収益（本業の収入規模） 

・地方債現在高 
・債務負担行為に基づく支出予定額 
・公営企業債の償還に充てるための一般会計等からの負担見込額 
・退職手当負担見込額 
・県が損失補償等を付している出資法人の負債に対する一般会計 
等の負担見込額                   など 

・将来負担額に充当した特定財源 
・将来負担額に充当が可能な基金残高 
 （財政調整基金、県債管理基金  など） 




